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この著書は，東北大学の徳永重良氏を中心にした日本の研究者たちがマイクロエレクト
ロニクスの工場への導入とその労働関係への影響を調べるために，ある日本の大電機メー
カーの実態調査を長年にわたって行ってきた研究成果の一部である。ドイツで出版された
わけは，この研究がミュンヒェンの社会科学研究所の研究プロジェクトの一部であること
による。日本の調査より多少遅れて，ミュンヒェンの研究所でも，最近の合理化と「労働
の人間化」に関する調査をテレビ製造工場についてドイツとフランスにおいて行うことに
なり，これに日本の製造工場の調査結果を加えることで，世界的な視野で現時点での合理
化のあり様を捉えるようになるというのがプロジェクトのねらいである。（経緯について
は，徳永他著，『日本企業・世界戦略と実践』同文舘）
生産のフレキシブルな自動化が就労や参加にどう影響するのか，という大枠での問題意
識の一致が日独の協同調査研究を実現させたのだが，日本の調査自体は，必ずしも対象や
方法において「労働の人間化」に関するミュンヒェン研究所のプロジェクトに沿ったもの
ではない。労使関係や労務管理が異なるために，同一の土俵で論じられない，と言うのが
その理由であろう。事実この著書では，ドイツの読者の便宜を図り，さらに調査上の困難
を補うために，随所に一般的な日本の経営組織や労務管理の説明がほどこされ，またドイ
ツとの異同が論じられている。かといって内容が一般的だというわけではない。テレビの
受像機の１製造工場における自動化をめぐり，下請関係まで含めて労働や労使関係をこれ
ほど詳しくみた事例研究はいままでになかったのではないだろうか。それがドイツで出版
されたのだから，ドイツにおける日本の人事管理や労使関係についての認識の度合は一気
に高まることだろう。以下では，この書が数少ない事例研究の一つであることと，日独比
較がなされていることを考えて，できるだけ詳しく内容紹介をしておくことにしたい。
143
１２１０閥西大畢『経済論集』第41巻第６号（1992年３月）
７０年代のドイツにおける「労働の人間化」をめぐる研究が，テーラーリズムの危機を大
量生産工場の組立工程における労働様式の問題として捉えて展開されてきたのに対して，
80年代中葉以降はこの組立工程自体がフレキシブルな自動化によって変わってきており，
大量生産工場の半熟練工を対象にした議論はもはやできなくなってきている，というのが
ドイツでの研究の出発点である。政府の「労働の人間化」プログラムに基づくかっての労
働様式の研究結果は，危機克服に対する一般的，抽象的な提案に終わり，経済効率や人的
効率への配慮さらには具体化に際する労使の利益代表や労働者階層間の利害の考慮が欠け
ていた。実際に進んでいた重要な事態は，半熟練工層内部の差異化（技能資格の有無，負
荷，忠誠度，動機）であり，“目に見えない“技能であり，その技能の資格労働者との調
整であった。そしてこの後現われたのは，組立工程までをも包摂するフレキシブルな自動
化の生産体制であった。ただしこの自動化は広範な人的資源の利用を伴うので，導入に際
しては様々なあつれきを引き起こし，ために労働力の利用は，集団労働にしる専門工にし
るなお限定的なものである。しかし合理化の方向ははっきりしてきた。それは原材料や部
品を含む全生産工程と，配送の全部門の生産性を上げるような，「システミック」な合理
化ともいうべきもので，情報技術を駆使して全体のフレクシピリティを維持しながら研隅
ずみに渡って費用を削減していくような合理化である。システミックな合理化のもとで
は，人的資源が利用され尽くすのはまちがいないが，かつて議論された労働配置のフレク
シピリテイは経営の重要な戦略とはなってこない。需要動向に対するフレキシブルな生産
は，技術の方で解決するからである。他方，合理化と共に雇用削減や要求される仕事内容
の変化が起こるから，リクルートから能率向上策そして人材開発にいたる人事政策全般の
見直しが不可欠になってくる。それらが既存の団体交渉や企業内交渉のシステムにどう影
響していくのか。日独の調査は以上のような問題意識からテレビ受像機の組立工程に対象
を限定して進められ，日本側の調査対象はＡ企業Ｇ工場に置かれた。
第二章は，主にＡ企業の80年代の経営戦略について書かれ，家庭用電器製品の製造でま
ずＦＡ化がおこなわれ，そして86年からはコンピューター関連製品の製造工場や他も含
めた全工場ＦＡ化が実施されたこと，したがって，システミックな合理化が実現されつ
つあることが論じられている。第三章では，Ｇ工場の位置や組織が説明され，男子の組立
工の割合（2/3）が多いため，この工場が平均以上の生産性－長いラインと短いプロダ
クトサイクルで－を上げていること，ＦＡ化によって人員の削減一配転の措置があった
こと，一般に男子本工層への雇用削減は控えられるが,女子本工やパー トはその限りでな
いことが論じられている。
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第四章以下が本書の中心部に当たる。
Ｇ工場の基盤組立の自動化は，本社や他工場も含めた技術者によって83年に計画され，
85年に異形部品の挿入のロボット化の方針が出て完成されていった。費用削減と，品質の
向上，自動挿入部分の拡大が目的だった６こうして大量生産のために３つにタイプ分けさ
れた主要基盤については，異形部品の挿入が98％自動化されることになり基盤組立自動化
が完成した。その上他工程との同期化を達成するための処置，部品の配送システムが整え
られ，全体としての生産効率の向上が図られた。８６年に操業を開始した自動化工場は，立
ち上がり時の多少の故障を除けば，これといった摩擦もなく，組立時間の削減，品質の向
上一はんだ付けの誤りは2/3まで減った－，費用の削減-22％一を達成していっ
た。
Ｇ工場の自動化については，それが限定されたタイプの基盤にのみ実現されたことを注
意しなければならない。すなわち，ロットの少ない基盤や自動化工程で扱えない基盤の製
造は，手動で行わざるをえないのだが，Ｇ工場ではそれらの生産はほとんど下請に任せた
のである。つまり，自動化工場は，装置の稼働率を最大に上げ，投資効率を上げ，他方
で，フレクシピリティの無くなる分，それを確保するために直接間接の下請を利用すると
いうわけである。著者たちはこのようなＧ工場の合理化のやり方こそは，全体としてフレ
クシピリテイを確保しようという「システミック」な合理化そのものであり，経済の二重
構造を利用できる日本でより鋭く出てきているものだとしている。
第五章は，自動化に伴う人事政策全般を扱っている。まず，ドイツ調査では，自動化と
共に要求される技能が上がり，リクルートと雇用削減が同時に起こったこと，組立工程の
主要労働力は女子の半熟練工で，元々少なかった男子専門工については内部で新しい技能
労働力にすることは難しく，外部リクルートの場合でも地域の転換訓練処置は十分でない
と指摘されていた。ところが日本では，採用時に教育水準と結びついた選別が行われ，そ
れが内部労働市場の日本的形成と密接につながっていてドイツのような人材調達上の困難
は起こしてなかった。それゆえ，日本の高校教育，大学教育制度についての紹介は詳し
い。地域で評判のよいＧ工場は，一般に成績のよい学卒者を直接労働者として選別採用が
できていた。彼らが，企業内のＯＪＴで高技能者になっていくのである。彼ら基幹労働者
の回りには女子やパートの“周辺労働者”がおり，女子は中途で退社していくものと考え
られていた。
仕事が細分化され，マニュアルどおりに仕事を覚える女子や外国人の多いドイツの組立
工場で，半熟練工から必要技能を持つ労働者を選別するのは，専門工の外部調達と同様困
145
１２ﾕ２開西大皐『経済論集』第41巻第６号（1992年３月）
難が多い。ドイツの場合はＯＪＴはなく，たち上げ時には専門工を投入して良質な労働者
との協働体制をとって!慣れさせる方式がとられ，これといった追加訓練はない。ただし職
場上司は技術部で機械や装置の説明を聞いている。また装置担当の専門工や調整工になる
予定の専門工は装置についての訓練コースに出ている。日本の場合は，ローテーション，
昇進，チーム，暖昧な職務区分などで，長年のＯＪＴによって企業内に“多能工”を育成
する障害が無い。従って，技術計画，人事計画，訓練がシステマチックに行いうる。Ｇ工
場の基盤組立自動化の場合はどうか。ここの場合は，自動化措置と必要労働力数までは，
技術者のプロジェクトチームの管轄で,労働力をどう調達するか－配転か新規か一で，
ようやく人事課が機能していた。注目すべきは，工場のたち上げ時からその後も，本来は
修理・保全を担当するＰＭチームという工業高校出身者からなる特別のチームがいて，
現場の様々な技能向上に関する指導，能率改善に取り組んでいる－Ｑｃサークルにも参
加する－ことである。したがってＧ工場ではＱＣ活動もさかんなのだが，ドイツでは，
このようなＱｃは，技能向上とは考えられることはなく，労働強化，動機づけとしか写
らない。日本ではＱＣが経営の管轄事項になっているからであり，ドイツの場合は，ＩＧ
メタルを中心にＱｃを組合の管轄と捉えていて，ために経営側の思うようにはならない
ところが違うという。
ドイツでは自動化によって，専門工が投入されたため指導層が厚くなった反面，マイス
ターの生産計画への参加など公式的な機能が減り，逆に，非公式的な管轄範囲の超過が起
こっていて，人事上の指導の余地を失わせていた。ところが日本の現場職制層は元々層が
厚く，コントロールの範囲は狭い。そして，組長レベルに管理職と従業員とのパイプ役が
期待されていて，そのため，日常の生産活動上の現場責任一保守や安全の確保一ばか
りでなく，配転の際の人選，Ｑｃ活動の指導，さらには部下の日常的な苦情をきくことま
でやっていることなどが，一般的に指摘されている。その上で，労働力の配置が論ぜられ
ている。手動の基盤製造はほとんどパート労働者で占められ，配置は課長レベルで決ま
る。自動化ラインは，すでにみたように，男子本工が担当し，労働者の技能程度や人格を
よく知っている組長ないし班長の人選で配置が決まる。OFF-JTで技能を学んで来たＰＭ
マンが以後は簡単な修理作業まで含んだ機械の操作をＯＪＴで教え，全員が全ての作業を
こなすようになる。ラインの標準時間がＭＴＭ方式で決められている。自動ラインの労
働者の年齢は比較的高く，高卒者が多い。しかし，技能検定に通ったものがいるにも拘ら
ず，ドイツでは考えにくいことだが，資格証明所持が配置や要員に関係することはない。
要員に関わる特徴をドイツと比較してみると，ドイツの方が自動化の程度が低く，交替数
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も少なく，職務の分担がはっきりしている。日本の方が配置等で分断一パート，女子と
常勤男子一が明確である。
ドイツとの違いは，技能訓練でも現れてくる。周知のように，ドイツの熟練工は，十分
に広い範囲で，システマチックで理論的な職業訓練を受けてから労働市場に出てくる。自
動化等の技術上の変化には，専門が近ければ対応が可能で，事実半熟練工ともにこれとい
った追加訓練なしに，多少の調整や，指示程度で対応している。追加訓練は，専門の違う
熟練工には行われるが，半熟練工には仕事をしながら適応させる以外の追加訓練はほとん
どない。日本のように，新規採用後は本工層全員を対象に，人事考課を有効に利用しつ
つ，チームを組んでローテーションさせながら，システマチックに長期に渡って追加訓練
するようなことはない。ただし基盤組立の自動化に際しては，組長や班長が機械や装置に
関して外部に指導を受けにいっており，現場ではかれらとＰＭマンが教え込むだけであ
とはこれといって技能訓練は必要ではなかったという。従って，Ａ企業全体の人事課レベ
ルの技能訓練計画が紹介されている。入職後の導入訓練，全員参加の訓練コース，上司に
よる推薦を受けた選抜コース，また下級上司のための多面的な訓練などがあり，複雑な構
成になっていることが指摘されている。ただ，基本はＯＪＴによるものであり，その背後
には，労働を単純化しつつ，多能工化を実現するという経営側の方針がある。
さて次は人事考課の実際についてである。ドイツ調査でもマイスターによる専門工の査
定が行われ，解雇や配転などの際に，他の要因と共に考慮されていることがわかったが，
日本のように，職務がはっきりせず，客観的な職務分析基準がない場合に人事考課が果た
す役割に比して，その意義ははるかに小さいものである。日本の場合は，評価基準や方法
がはっきりしない。Ｇ工場でもこの点は秘密で，情報が得られてない。そこで著者たち
は，同じ電機メーカーＢ企業で得られた人事考課についての‘情報を紹介している。仕事の
態度について－協力度や行動力等一まで上司が点数評価し，総合点であまり分散が大
きくならないように調整しているこの企業の人事考課とほぼおなじものがＧ工場でもなさ
れ，昇給や昇進そしてボーナスの算定に利用されているのである。その結果は，チームや
仕事への参加の動機が高まり，競争意欲が高められている。
交替制や残業の増加に対しては，ドイツでは熟練工，半熟練工を問わず抵抗が強く，自
動車産業などで三交替制が実施されても，それは経営評議会との長い交渉の後の時間短縮
や賃金引き上げをともなってのことであることが多い。ドイツの電機工場では２交替制だ
ったのに対し，日本の調査工場の場合には，三交替制で，フレキシブルな生産を可能にす
るため，残業が組み込まれていた。Ｇ工場は，Ａ企業労組の支部と，１日４時間，週12時
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間，月40時間までの通常残業協定を結んでいる。緊急時には，月最高80時間，３カ月連続
で月50時間を越えない範囲の残業が認められていた。
第六章は，自動組立工場を中心にした作業行程と課業の説明である。まず同軸部品の分
類ベルトでは，作業者は３台の機械を担当するのが原則で，資材の準備，ベルトがけから
装置の監視と保全そして簡単な修理やプログラミングまで行う。自動挿入行程では，各部
品の自動挿入が行われ，作業者は４台の自動機を受け持って前者とほぼ同様の作業を行
う。絶えず小さな故障が発生するロボットの行程は，３人で監視が行われ，この故障が修
理され，部品のてはずが整えられている。各行程内のグループやグループ間でローテーシ
ョンが組まれ昨多能工化，多台持ち化が進められている。作業者の技能水準は高い。これ
に対して，Ｇ工場でわずかながらある，手動の基盤組立行程は，パートの女子と男女の本
工で占められていて，１交替制の作業の中心は女子が担っている。手動ラインの技能は多
様だが，相対的に高くない。下請会社の手動ラインとなると，年齢構成の高いパート労働
がかなり多くなり，技術指導等で，Ｇ工場からの出向者がいる。
第七章は賃金制度についての説明である。テーラー的作業組織でのドイツの半熟練工
は，その基本給を賃金階梯の下方に位置づけられ，成果配分的賃金で能率刺激を与えられ
ていた。熟練工の投入はこの作業組織では限られて，賃金構造は２極に開いていた。ドイ
ツにおける基盤組立の自動化の結果は，成果と賃金の関連を間接化し，刺激効果をなくし
たばかりでなく，とられた人事策は半熟練工の職場の拡大を限定し，昇進をおさえるもの
であった。高技能職務につくのは専門工に限られたのである。日本の事例は，これに対し
てかなり複雑である。まず職群分けがある．Ａ企業では，これが５つの職群になってい
て，技能職事務職，監督職，企画職，管理職のそれぞれからなる。各群はそれぞれ賃金
等級に分けられていて，事務と技能は，８等級，監督は４等級，企画は３等級であるα新
入社員は学歴別に等級を決められている。高卒は７等級から，大卒は４等級からで，あと
は，３年後から始まる昇進上の格差づけによって，高卒なら早ければ36歳で第１等級に上
がれる。大卒は，事務職群に入り，企画職に昇進する道が開けている。事務と技能職群の
間には移動があり，その際は等級上の変化はないが
Ａ企業の賃金体系は，周知のように基準賃金と基準外賃金に分けられており，基準賃金
の構成比が大きいのは，基本給と，変動ないし固定付加給，職務給である。基本給は退職
金算定の基礎であり，人事考課によって昇給格差がつく。その実例が，4.85％のベアの場
合で詳しく説明されている。等級が高いほど賃金上昇額は高く，平均上昇額と最低上昇額
の開きが多い。最高上昇額と最低の開きは多少調整されているという。つぎに，技能，事
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務,監督職群につく付加給は,基本給に人事考課率を掛け合わせることで算定されており，
これも平均率と最低率の差は等級が上がるにつれて大きくなっている。率については労使
間で協定が締結されている。企画職群には変動付加給と固定付加給の両方がある。経営側
は，付加給によって一方で長期雇用を前提に年功制を維持しジ他方で短期では能率向上に
刺激を与え，また職務給による歪み，ポスト不足等を是正する機能をもたせており，従っ
て付加給はきわめて属人的な給与である。点数式の職務評価法をとっているＡ企業の職務
給は，技能職９等級〆事務職６等級，監督職３等級の区分がなされ，知識，技能γ判断力
……責任等の総合点でそれぞれの等級区分を定めている。そして技能職に関しては，通常
の職務給とは別に，機械の作業スピードに規定されるがその効果の程度が計れる労働には
等級×1.06の式で賃金計算される出来高給があった。このようにＡ企業には職務給はあ
るのだが，問題は人によって割り当てられる最低等級があったり，２３歳以上は４等級，４０
歳以上は５等級というように年齢による下限設定等の配慮がなされていて，ここにも事実
上属人的要素が入っていることである。また，職務分析による格差もちいさめに抑えられ
ていた。では，自動化との関連はどうだろうか。Ｇ工場自動組立ラインには３等級からな
る「小部品大量組立職」と「大量生産装置担当職」しかなく，「組立職」の等級区分は昇
進ラインになっていて，第１等級の労働者が装置担当を引き受ければそれは昇進ライン上
の職務になってしまうだけのことである。職務区分は内容による限定を受けてないのであ
る。だからドイツのように，職務内容の変更をめぐる困難は生じない。
Ａ企業ばかりでなく，日本の大量生産職場では，欧米と違って組立と修理が価値的に同
等である。その理由は２つある。一つは，労働力の柔軟な配置に，厳密な，細分化された
職務が障害となるからである。だからＡ企業でも個々の職務は暖昧で全体の数も少ない。
もうひとつは，新しい職務が既存の職務に組み込まれ，不用になった職務は消去されるこ
とである。職務区分が暖昧だからこれらは簡単になされる。そして，直接的生産活動が価
値の源泉だとされていることが，職務に階層をつけることを阻んでいる。高い潜在能力を
もつ技能工がいること，高度な技術を必要とする製品は内製化するという経営方針など
が，この職務の階層づけを阻む要因とされている。Ｇ工場自動組立ラインに就く労働者
は，ほとんどが高い等級に位置し，ラインへの配転によって降格になったものはいない。
むしろ職務は暖昧なまま高位等級に昇進した者がいることで，労働者に不満はなかった。
では，６０年代中頃に，若年労働力不足を背景に導入された職務給は，なぜ属人給の中に取
り込まれたのか。３点が指摘されている。オイルショックで採用が減り，年齢構成を押し
上げたこと，また初任給が減ったこと，そして周辺労働力の積極的活用によって，技能水
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準の高い男子労働者を有効に利用できたことである。それらが年功的な賃金の存在を許容
することになったのである。そこで，男子技能工の平均賃金収入格差を基本給でみてみる
と，同一年齢では最初はまったくなかった格差が37歳で急に開き始め，最大30％の開きと
なっていた。１８歳と55歳では265％の開きがある。
第八章では，自動化に伴う処置に対する従業員の意見を聞こうとしている。使われてい
るのは，Ａ企業労組Ｇ工場支部の本工対象の意識調査である。仕事については，ドイツ調
査に比し満足度は低く，特に女子に不満が多い。疲労感は主に超過勤務から出ている。将
来については，間接工は多職務への配転で，直接工は労働負荷と新技術について不安を持
っている。改善の希望はたくさんあるが,､労働時間や休暇についてが男女とも多いのが目
だっている。興味深いのは，苦情相談で，一般に指摘されるほど上司には相談していない
ことである。インフォーマルな労務管理は通用しない世代が現れたのだろう。
第九章では，被用者利益代表の影響についてである。ドイツでは，作業組織の形成，労
働の人間化等では利益代表の影響は大であったが，全経営での合理化という事態に際して
は，人事に関わる政策に利益代表はほとんど影響を行使できなかった。大量解雇と工場閉
鎖は各経営評議会を協力させ，戦闘的にさせたが，その背後には多国籍企業による意志決
定という問題があった。工場閉鎖を免れようと経営評議会の間，あるいは経営評議会と労
組の問でコンフリクトがあった。システミックな合理化は，ドイツの利益代表にとって最
も重要な「標準化の交渉」というモデルを根本的に脅かしているのである。つづいて日本
の企業別組合が一般的に論じられ，企業別組合の安定性が周辺未組織労働者の存在によっ
て保たれていることが特に強調されて，調査対象企業のケースに入っている。最初はＡ企
業別組合と電機労連の関係の説明である。それからユニオンショップ，チェックオフ，組
合員の範囲，そして組合組織一専従，中執の数－，組合機構一支部，分会一が論
じられている。Ｇ工場レベルについては，工場の再編成にともなって支部組織が対応して
ない点のほか，支部レベルでの組合役員の決まり方､－もちまわり－，執行委員へのな
り手の少ないこと等が指摘されている。つぎは，Ａ企業別組合のＭＥ化対策である。経
営側との交渉にはいる前は，事前協議制を盛り込んだ合理化協定という電機労連の方針に
基づいて，組合の要求内容はかなり厳しいものがあったが，結局，協定は結ばず，今まで
の労使協議でＭＥ化に対処することになった。ＭＥ化が雇用削減にはつながってないこ
とや，電機労連レベルの圧力に屈していたとの反省があったこと，経営側の反対があった
などが，組合が当初の方針を変更した理由であったという。しかしそれよりも，労使協議
機関や工場レベルの公式・非公式の委員会を通して経営情報が伝わり，職場や工場レベル
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での経営と従業員の間で合理化についてコンセンサスができあがっていたことの方が大き
かった。また日本では，作業組織の変更に利益代表は伝統的に関わってこなかったという
こともある。だから技術革新は経営主導になってしまう。基盤組立ラインの自動化の場合
もそうであった。組合は経営側の訓練計画や，「安全委員会」の設立，非解雇方針，交替
制の導入に際し夜業は減らす等の説明で納得し，自動化を容認している。結局，日本の企
業別組合は，合理化には，これといった体系的で組織的な介入はしていない。その訳は，
属人的な賃金，二重の労働市場の存在そしてテーラリズムヘの研究者の無関心によって，
労組が関与する機会を失ったからだという。
第十章は，以上の様な日本の人事管理における事例研究を踏まえて，ドイツにおける
「労働の人間化」のための展望を人事管理の各項目毎に論じている。重複を避けて簡単に
紹介しよう。日本の内部選別のシステムは，ドイツ大企業にとっても，ヒューマンだと考
えられる可能性がある。従ってこれを避けるためには，労働の人間化措置を企業内的な労
働様式に関わらせないで，企業外の合理化措置を見据ながら包括的な技能訓練策へと展開
させるべきである。
大量の雇用削減については，日本では，ドイツのようにそれが不可避と考えられて「社
会計画」一退職金等の保障一が立てられるということはない。ただし日本では，ドイ
ツでは社会的に認められず，従って経営側も実施しようとしない配転が過剰雇用対策とし
て実施され，また下請け企業への人事移動が経営の柔軟性を保つために行われている。
「労働の人間化」からみれば，大企業と下請・部品企業との依存関係や企業や企業を越え
て広がろうとする大企業の合理化が重要な問題だというｄ
日本の永続的ＯＪＴについては，それを可能にする諸条件一教育,属人賃金など－
と切り難せず，従ってドイツでは実施不可能だという。それに「労働の人間化」の展望が
これらのＯＪＴにまつわる現場主義や企業特殊性等の形を取り込めるかは疑問だし，コン
ピューターを利用したシステミックな合理化が展望される中ではなおさらそうである。
ＯＪＴは統合的な技能の構築には向かわず，分業と，操作技術的中央集権化を押し進める
点も問題である。そしてＯＪＴの対象である半熟練工は，そもそもドイツでは技能向上に
限界を画されていて，利用可能性は小さい。分業については，ドイツでもグループ労働や
ローテーションが試されてはいるものの，成果はあがってない。そしてそもそも自律的な
集団労働が日本方式なのだ，という見方は日本の分業を狭く捉えすぎて，いままでみてき
た，二重構造利用の就労機会の分断や，ＰＭマンの利用，教育水準の高い男子本工のみの
集団労働等にみる日本の分業の全体をみてないと批判するｂついでに日本の多能工化もド
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イツで考えられているのとは違うことが指摘されている。機械の多台持ちに現われるよう
な日本の多能工化は，技能が深まるとか，追加されて広まるとかの意味を持っておらず，
その都度様々な技能と要求水準で課業が広まることと考えられている。要員が足りなくて
課業拡大とフレキシビリティーが求められることも多いのである。
合理化処置については，ドイツでは経営評議会がすべての情報を手にいれ，その影響を
はかっている点や，装置の選択に際しては，非公式に職場の上司と若干の専門熟練工が関
与している点で，技術者のチームが全面的に意思決定してしまう日本とは参加の程度が違
う。ドイツ調査では，自動化によって賃金システムや賃金構成には変化が現われていな
い。それゆえ，賃金システムからいって技能資格には制限があり，また基本的に職務に基
づき，基礎範鴫としての“専門工”に結合した賃金のグループ分けは，チームでやる課業
設定や分業の程度を削減することに馴染まない。日本の賃金システムは，「労働の人間化」
でいままで以上に作業組織が問題にされるようになったドイツには移転は無理という。た
だし問題はある。合理化が個別企業で行われ，複雑になるほど，経営評議会にそれらの課
題が移り，しいては本来の労働協約上の基準自体が暖昧化して，経営レベルの交渉対象や
交渉条件を難しくしていることである。事業所や企業ばかりでなく国を越えたシステミッ
クな合理化が起こっているからである。つまりドイツでは，一方で組合から企業内経営評
議会に権力の移転が生じている一自動車が典型一とともに，他方で，経営評議会の交
渉力の及ばない問題領域が出てきているのである。経営評議会は，今や改めて合理化に対
処するに産業別労働組合の援助を求めている，というのがドイツで起こっている事態であ
る。このまま経営評議会に任せて置けば日本の企業内労使関係のようになるかも知れない
がγ事態は逆で二重の利益代表制度の強化へと進んでいるというわけである。そして，と
もあれドイツにとっての展望は，人事政策の融合が起こってくるだろうということ，その
際間接的でネガティブな作用に注意することと，さらに技能訓練や労働協約で企業を越え
た与件を作り出すことだと結論している。
以上，可能な限り詳しく内容を紹介した。ドイツ語からの翻訳なので思わぬ誤解がある
かも知れないが，共同の検討が行き届いているのだろう，内容は分かりやすく，日本の自
動化工場の労働関係の実態，そして独日の研究者の問題関心の所在，ドイツが人事政策で
抱えいる問題等についてはおおよそ理解できたのではないだろうか。電機産業については
詳しくなく，本書によって多くのことを学ぶことができた。それゆえ可能な批評は，調査
結果に関してでなく，方法や展望に関するものにならざるを得ない。その一つは，「シス
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テミックな合理化」に関してである｡この概念は，Ｎ・アルトマンが好んで用いるのだが，
情報技術の利用によって，今や合理化は，大企業ばかりか，部品の製造や作業の下請で大
企業とつながる中小企業をも含んで全体として展開されている，というものであり，その
限りでは’中小企業の技術水準や経営内容はかなり合理的で高度化する論理的含みを持っ
ていると思われる。ところが本書では，テレビの基盤組立に調査を限定したためであろう
か，日本の事例では，中小下請企業の扱いは，経済の二重構造との兼ねあいで，どちらか
というと親企業にとってバッファーとして利用されているという，ニュアンスが強い。自
動車産業について，ＭＩＴの調査が述べたように，電機でも親企業と部品供給業者の間に
は，旧来と異なったゲームのルールの様な関係（リーンな供給体制）ができている面もあ
るのではないだろうか（『リーン生産方式が世界の自動車産業をこう変える』経済界)。ま
た中小企業の技能水準もパートを除けば，かなり上がってきているのではないだろうか。
つぎに，第一章で言われているシステミックな合理化時代には，労働のフレキシブルな配
置は経営の主要戦略とならなくなる，というのはどうだろうか。自動化だけではなく労働
配置の柔軟性も両方押し進められるのではないだろうか。ドイツであれば，追加訓練投資
が増え，熟練工技能範囲が延びるとともに課業が単純労働まで延びる可能性は大きいと思
われる。事実，自動車に関しては近年，専門工への追加訓練投資はかなりの額に上ってい
るという。もっとも，フレクシビィティーの実現は経営評議会次第だが’本書でも指摘が
あるように，電機を筆頭に自動車でも多国籍企業化で工場移転の動きがあり，これを阻止
するため，経営内合理化や労働配置のプレクシビイリティそして超過勤務等で評議会はか
なり譲歩をしているというのが実状ではなかろうか。システミックな合理化は，組立メー
カーを軸に部品供給業者を包んで展開されるから，グループ内特殊性はより強化され，グ
ループ間の合理化の違いは大きくなると思われる。経営評議会が単独でこのような合理化
に対処できないのは明らかだが’かといって，伝統的に作業組織の形成を主たる合理化対
策とし，地域標準労働条件の確立を目指してきたドイツの労働組合がこのようなシステミ
ックな合理化にただちに対処できるとは思われない。この点，二重の労使関係が強化され
る方向にある’との最後にみた著者たちの判断が正しくなるためには，多国籍企業とその
関連企業グループへの旧来とは異なる内容の特別な対企業集団労働協約ないし合同経営協
定のようなものが必要ではないだろうか｡ＥＣ統合が間近に迫り，旧東ドイツという重荷
を抱えてしまったドイツが，９０年代半ばから本格的な日本企業の進出に遭遇したとき，
さしあたり，以上のドイツ労使関.係に関わる論点への答えが出てくるのだろう。
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